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1．はじめに 

地震により発生する被害の 1 つとして宅地擁壁の崩壊が挙げ

られる。平成 28 年の熊本地震では，熊本県内で約 4000 件 1)以

上の宅地擁壁が被災し，その中でも空石積擁壁の被災率が高か

った 1)。擁壁の補強方法の一つに天端に対し下向きに直杭，斜

杭を交互に挿入する補強方法 2)がある。この補強方法は多くの

補強材を使用するため，施工費が高くなる傾向があり，宅地擁

壁の補強には進んで適用されづらい。そこで著者らは図-1に示

すような補強材に斜杭のみを用い，擁壁上部と補強材頭部を一

体化させる補強方法を提案（以下，「一体化傾斜補強」という。）

し，遠心場での傾斜実験を行っている 3)。本報では個別要素法

（以下，「DEM」という。）によりモデル化した無補強および一

体化傾斜補強を施した空石積擁壁において傾斜実験を行い，既

往の著者らが行った遠心場傾斜土槽実験の結果 3)と DEM の結

果を比較した。 

2．遠心場傾斜土槽実験 

ここでは，まず著者らが実施した遠心場傾斜土槽実験について

の概略を述べる。なお，詳細については文献 3)に記載されてお

り，本論文では無補強と一体化傾斜補強を施した空石積擁壁の

計 2 ケースについてのみ記載する。遠心実験では図-1に示す高さ 110 mm の 5 段積みの空石積擁壁を作製し，背面

地盤には Dr= 60%とした気乾状態の珪砂 7 号を用いた。一体化傾斜補強を施した空石積擁壁は，図-1内に示すよう

に補強材として天端に対して 70 度傾けた長方形断面（奥行方向に 5mm，厚さ 1mm）のアルミ板が杭間 15mm 間隔

で計 7 本設置され，最上段の擁壁ブロックと補強材頭部が一体化されたケースである。遠心加速度 20G 場にて模型

土槽全体を傾斜させることで水平震度（kh）を模型全体に与えることで地震力を再現している。 

3．DEMによる傾斜実験 

DEM では無補強と一体化傾斜補強を施した空石積擁壁を解析ソフト YADE4)によりモデル化した。一体化傾斜補

強を施した空石積擁壁のモデル図を図-2に示す。解析では板要素により模擬した土槽内に，遠心実験における実寸

大に換算した高さ約 2200mm の空石積擁壁をモデル化し，擁壁ブロックを図-2内に示すように複数の球要素による

集合体（以下，「クランプモデル」という。）によりモデル化した。背面地盤の土粒子は図-3に示す 4 個の球要素（半

径 50mm）のクランプモデルによりモデル化 5)され，遠心実験で用いた相対密度が 60%の珪砂 7 号と等価になるよ

うに密度が調整されている。補強材は半径 16.5mm の球要素を 7 個用い，それらを図-4に示すように断面が直径 100 
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図-1 遠心実験での一体化傾斜補強 

 
図-2 DEM での一体化傾斜補強 

  
図-3 土粒子モデル 5) 図-4 補強材断面図 

 

 

45mm
連結材

補強材

70度

110mm

25
mm

25
mm

32.5
mm

100mm

III-69 令和5年度土木学会全国大会第78回年次学術講演会

© Japan Society of Civil Engineers - III-69 -



 mm の円形形状および設置角度が 70 度になるよう，

球要素間をボンドにより結合しモデル化された。ボンド

は球要素間の接点に付与し，圧縮による剛性と等価で引

張にも抵抗できるモデルである 4)。DEM での補強材の曲

げ剛性 EI は遠心実験時と等価であり，引張剛性 EA は

1/9 の値となっている。また，補強材の下端部は遠心実験

同様に土槽に剛結されており，補強材上端部はクランプ

モデルを用いて最上段の擁壁ブロックと一体化されて

いる。DEM にて用いたパラメーターを表-1 に示す。模

型地盤をモデル化した後に 1.14 度/sec で土槽全体を最大

30 度まで傾斜させた。 

4．遠心実験と DEMの比較 

 水平震度と最上段の擁壁ブロックの水平変位の関係を

図-5に示す。同図から，無補強のケースにおいて，擁壁

は前面側に徐々に変位し，ある水平震度において変位が

急増し崩壊に至っており，実験および DEM ともに類似

する崩壊挙動を呈した。また，実験での補強擁壁は水平

震度 0.53 時に前面側に大きく変位し崩壊している。それ

に対して DEM の補強擁壁は前面側に変位が漸増する挙

動を示したが，崩壊には至らなかった。しかしながら，

DEM においても水平震度 0.53 までの水平変位の増加傾

向は実験とほぼ同様であった。水平震度と合土圧増分の

関係を図-6に示す。合土圧とは最上段，上から三段目，

最下段の擁壁ブロックに加わる土圧がその周辺の土圧の

代表するものと仮定して擁壁高さの 1/3 を乗じそれらを

足し合わせたものである。傾斜によって擁壁に生じる土圧の増分を確認するために，傾斜開始前の合土圧値を 0 と

しており，地盤が擁壁を押す場合を正としている。同図から無補強における擁壁の合土圧増分は実験および DEM

ともに，水平震度付与後すぐに負の値を示した。これは擁壁ブロック個々の変形により擁壁の受ける土圧が静止土

圧から主働土圧に変化したためであり 3)，このことから DEM は空石積擁壁特有の個々の擁壁ブロックの変形を再

現できていることが分かる。また，補強擁壁における合土圧増分は実験および DEM ともに水平震度が大きくなる

につれて増加する挙動を示した。これは空石積擁壁が補強材に加わる断面力により鉛直下向きの圧縮力を受け，個々

のブロックで変形しない「もたれ擁壁」のような状態 3)になったためであり，DEM を用いることでその現象を再現

できることが分かった。 

5 まとめ 

本報では，DEM によりモデル化した無補強および一体化傾斜補強を施した空石積擁壁において傾斜実験を行い，

既往の遠心場傾斜土槽実験の結果 3)と比較することで，DEM における空石積擁壁の再現性の検討を行った。その結

果，DEM での擁壁壁面の変位および擁壁ブロックに加わる土圧をよく再現できることが示された。 
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図-5 水平震度と擁壁最上段変位の関係 

 
図-6 水平震度と合土圧増分の関係 
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表-1 DEM に用いたパラメーター 

 壁要素 
球要素 

(背面地盤) 

球要素 

(擁壁) 
補強材 

ヤング率(N/m2) 250×106 250×106 250×106 941×106 

ポアソン比 0.3 0.3 0.3 0.3 

摩擦角度（度） 
5(側面) 

36.1(底面) 
36.1 33.5 1 

密度(kg/m3) 1944 919 690 688 

数値ダンピング 0.3 

引張強度(N/m2) - - - 885×105 

圧縮強度(N/m2) - - - 885×105 
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